
参考資料１

地球温暖化問題に係る概況地球温暖化問題に係る概況



（１）（１） 自動車環境政策概要自動車環境政策概要

地球温暖化問題と政策目標 自動車交通部門のＣＯ２削減計画

◆京都議定書目標達成計画（2008年3月改定)
・自動車単体対策、物流効率化等により、第１約束期間（2008年～
2012年）までに 運輸部門で90年比+10 11％に抑制

（自動車からの排出状況）

地球温暖化問題と政策目標

（全体目標等）

CO2（二酸化炭素）排出量

自動車交通部門のＣＯ２削減計画

●京都議定書
第１約束期間（2008年～2012年）までに、日本
国内の温室効果ガ 排出量を1990年比

2008年～2012年

2012年）までに、運輸部門で90年比+10～11％に抑制。

→ 概ね順調に達成する見通し。
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国内の温室効果ガス排出量を1990年比で
６%削減。

●日本の中期目標発表（2009年6月）

麻生前総理より「日本の温室効果ガス排出量を

◆未定

2020年：中期目標

80%

（2007年度速報値）

麻生前総理より「日本の温室効果ガス排出量を
2020年までに2005年比で15%削減する」旨発表。

●民主党マニフェスト・ＩＮＤＥＸ2009発表
2020年までに25％減（1990年比）、2050年まで
に60％削減を目標

＜麻生総理の中期目標（2005年比15%削減）にかかる試算＞

次世代自動車： 新車販売の50%(3%)、保有台数の20%(4%)
営自率： 88％(87.4%) (※括弧内は2007年度末実績値)

＜1990年比25%削減（2005年比30%）にかかる試算（実削減）＞

次世代自動車 新車販売の90% 保有台数の40%に60％削減を目標

●鳩山総理の国連スピーチ（2009年9月）

国連気候変動首脳会合において、鳩山総理より、
日本の中期目標について「2020年までに25％減
（1990年比）を目指す」旨を発表

次世代自動車： 新車販売の90%、保有台数の40%
営自率： 90%、 交通量抑制： －６％

（※営自率：営業用車両による貨物輸送トンキロの割合）

→ 今後、実現可能性、コスト負担等について分析を
行いつつ、具体的方策について検討。

環境対応車の開発・普及など

自動車環境対策の更なる推進が必要
大気汚染問題の状況

●SPM（浮遊粒子状物質）及びNO2（二酸化窒素）に係る大気環境基準を概ね達

◆中央環境審議会第9次答申（2008年1月）

大気汚染対策に対する社会的要請

成しつつあるが、大都市圏等を中心に改善の余地あり。
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＜達成率の推移＞

◆東京大気汚染訴訟和解条項（2007年8月）

・自動車排出ガス対策、道路環境対策等の更なる強化
の必要0
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（２）（２） 排ガス・燃費基準の強化排ガス・燃費基準の強化

ＣＯ２の排出削減（燃費基準の強化）

初 バ

大気汚染物質の排出規制強化

＜乗用車の排ガス規制＞
・２００６年３月に、世界で初めて重量車（バス・トラック）
の燃費基準を策定（目標年度２０１５年度）

・２００７年７月に、乗用車、小型バス、小型トラックの新
し 燃費基準を策定（目標年度 年度）

乗用車 排 規制

・近年の数度にわたる排ガス規制の強化により、乗
用車の排ガスは大幅にクリーン化
・更に、ポスト新長期規制が2009年から適用され、ガ

ソリン乗用車並の排出ガス性能を有するクリーン
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しい燃費基準を策定（目標年度２０１５年度）

・乗用車等の２０１５年燃費基準の導入により、２０年間
で約５０％の燃費改善を達成する見通し。

ソリン乗用車並の排出ガ 性能を有するクリ ン
ディーゼル車が登場している。
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乗用車(ガソリン)

１９７９年６月：エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）制定
１９９８年６月：省エネ法改正・・・「トップランナー基準」の考え方の導入

制定年 目標年度

<トップランナー燃費基準の経緯（乗用車）>

乗用車(ガソリン)

１９７９年６月：エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）制定
１９９８年６月：省エネ法改正・・・「トップランナー基準」の考え方の導入

制定年 目標年度

<トップランナー燃費基準の経緯（乗用車）>
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＜大型車（ディーゼルトラック・バス）の排ガス規制＞
・短期規制が導入された1994年以降、順次、排ガス
規制を強化し、新長期規制を2005年から適用

更に 新長期規制の約１／３程度の厳しいポスト新

4 0

5.0

6.0

7.0

窒
素
酸

(g/kWh)

短期規制（1994～）

長期規制 （1998,1999～）
10

12

14

16

18
燃費目標値（km/L）

2010年度

燃費目標値

2020年間で年間で50%50%の改善の改善

10

12

14

16

18
燃費目標値（km/L）

2010年度

燃費目標値

2020年間で年間で50%50%の改善の改善 ・更に、新長期規制の約１／３程度の厳しいポスト新
長期規制を、2009年以降順次適用。
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重量車
（世界初の燃費基準） 2006 2015
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（３）（３） 環境対応車の開発・実用化環境対応車の開発・実用化

①野心的な燃費基準の設定、②公共交通・物流のゼロエミッション化に資する次世代大型車基盤技術の開発支
援、③税制優遇や補助金等を活用した普及促進、④環境対応車の率先導入・利用環境整備に向けた地域的取り
組みへの支援などを通じ、次世代の環境対応車の開発・導入を促進。

都市間～長距離

クリーンディーゼル車クリーンディーゼル車

都市間 長距離

代替燃料トラック・バス代替燃料トラック・バス スーパークリーンスーパークリーン
デ ゼ ト ク バデ ゼ ト ク バ

★

燃料電池車燃料電池車 郊外～中距離超低燃費超低燃費
ガソリン車ガソリン車

ディーゼルトラック・バスディーゼルトラック・バス
★

ハイブリッドトラックハイブリッドトラックCNGCNG／／LNGLNGトラックトラック

燃料電池バス燃料電池バス

ハイブリッド車ハイブリッド車
★

★

プラグイン・ハイブリッド車プラグイン・ハイブリッド車

ハイブリッドバスハイブリッドバス
都市部

★

非接触給電非接触給電
ハイブリッドバスハイブリッドバス

中心市街地など★

★

★電気自動車電気自動車

★：給電インフラの整備が必要

★：水素・天然ガス供給インフラの整備が必要

超小型モビリティ超小型モビリティ 非接触給電非接触給電
電動コミュニティバス電動コミュニティバス

★
★



（４）（４） 環境性能に優れた自動車に対する税制環境性能に優れた自動車に対する税制

１．自動車重量税の特例

平成２４年４月３０日までに新規・継続検査等を受ける自動車に適用

３．自動車取得税の特例

（取得価額に対し本則３％、暫定税率５％（営業用及び軽自動車３％）

免税

○電気自動車（燃料電池自動車を含む）、プラグインハイブ

リッド自動車、クリーンディーゼル乗用車、天然ガス自動

車の一部、ハイブリッド自動車の一部

○☆☆☆☆車かつ燃費基準＋２５％達成車

平成２４年３月３１日までに新車を取得時に適用

免税

○電気自動車（燃料電池自動車を含む）、プラグインハイブ

リッド自動車、クリーンディーゼル乗用車、天然ガス自動

車 部 ブ ド自動車 部７５％軽減
○☆☆☆☆車かつ燃費基準＋２５％達成車

○ポスト新長期規制適合車かつ重量車燃費基準達成車

５０％軽減
○☆☆☆☆車かつ燃費基準＋１５％達成車

○重量車☆車かつ重量車燃費基準達成車

車の一部、ハイブリッド自動車の一部

７５％軽減
○☆☆☆☆車かつ燃費基準＋２５％達成車

○ポスト新長期規制適合車かつ重量車燃費基準達成車

５０％軽減
○☆☆☆☆車かつ燃費基準＋１５％達成車

○重量車☆車か 重量車燃費基準達成車

２．自動車税の特例

５０％軽減
○重量車☆車かつ重量車燃費基準達成車

平成２２年３月３１日までに新車新規登録を受けた新車に適用

税率から概ね
５０％軽課

○電気自動車、天然ガス自動車の一部

○☆☆☆☆車かつ燃費基準 ＋25％達成車

 

２．自動車税の特例

税率から概ね
２５％軽課

○☆☆☆☆車かつ燃費基準 ＋15％達成車

税率から概ね
１０％重課

○11年超のディーゼル車、13年超のガソリン車・ＬＰＧ車
(電気自動車、天然ガス自動車、メタノール車、
一般乗合バス 被けん引自動車を除く)般乗合バス、被けん引自動車を除く)

＜低排出ガス認定車四つ星ステッカー＞ ＜燃費基準＋２５％達成車ステッカー＞

（ガソリン乗用等）



平成21年度補正予算額： 148.8億円●環境対応車購入補助（事業用トラック・バス等）＜補正予算で追加＞

景況の急速な悪化により 新車への買換需要が大きく減退している中 従来の補助制度にとらわれない 大胆な買換インセンティブを付

（５）（５） 環境性能に優れた自動車に対する購入補助環境性能に優れた自動車に対する購入補助

要件

小型

（3 5tｸﾗｽ）

中型

(8tｸﾗｽ）

大型

（12tｸﾗｽ）

景況の急速な悪化により、新車への買換需要が大きく減退している中、従来の補助制度にとらわれない、大胆な買換インセンティブを付
与

＜重量車＞（トラック・バス等）

要件 （3.5tｸﾗｽ） (8tｸﾗｽ） （12tｸﾗｽ）

①経年車の廃車を伴う新車購入補助
（車齢13年超車から新長期規制適合
車へ）

４０万円 ８０万円 １８０万円

環境性能の劣る経年車からの買換によ
り、運送事業者の自動車保有構造グリー
ン化を推進

車両購入の割安感付与により大きな需 車へ）

②経年車の廃車を伴わない新車購入
補助（2015年度燃費基準達成かつ重
量車☆）

２０万円 ４０万円 ９０万円

車両購入の割安感付与により大きな需
要を喚起し、低公害車・低燃費車の導入
を一気に加速

●低公害車等の導入に対する補助

大都市地域等における自動車に起因する大気汚染問題は依然として厳しい状況にあることから、バス・トラック事業者を中心に、CNGバス・トラック等の導入に対する補助を行う
ことにより、低公害車の普及を促進し、大気環境の改善を図る。

トラック・バス・
タクシー事業者等国 地方公共団体等補助 補助 ＣＮＧ（圧縮天然ガス）トラック・バス

ＰＭは排出せず、ＮＯｘは５割以上低減
ＣＮＧスタンドが必要

ハイブリッドトラック・バス・タクシー

内燃機関とモーターの２つの動力源を持つ

補助対象（※１） 補助率

新車の導入

ＣＮＧトラック・バス 内燃機関とモ タ の２つの動力源を持つ
新たなインフラ整備の必要がない

（※１）最低台数要件 原則 バス：２台 トラック：３台

電気自動車

ＮＯｘ・ＰＭ，ＣＯ２排出ゼロ

車両本体価格

の1/4

又は

通常車両価格との差
額の1/2

ＣＮＧトラック・バス

ハイブリッドトラック・バス（※２）

クリーンディーゼルトラック・バス等（※３）

ディーゼル低燃費トラック・バス等（※４）

ＬＰＧトラック・バス

電気自動車
（※２）新長期基準よりNOx10% ・PM50%低減した車両
（※３）ポスト新長期規制に適合する車両
（※４）２０１５年燃費基準に適合する車両
（※５）２０１０年燃費基準に適合する車両

額の1/2電気自動車

ＬＰＧ低燃費タクシー（※５）

ハイブリッドタクシー <補正予算で追加>

使用過程車のＣＮＧ車への改造 改造費の1/3


